
 
 

 
 

 
 

                                                                （別冊） 

       

     

        

 

 

事 業 報 告 書 

 

 

 

令和 6 年度 

（第 15 期事業年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自：令和６年４月 １ 日 

至：令和７年３月３１日 

 

 

国立研究開発法人  国立がん研究センター 

 



 
 

 
 

＜ 目 次 ＞ 

1 法⼈の⻑によるメッセージ P.1
2 法⼈の⽬的、業務内容 P.2

 （１）法⼈の⽬的 〃
 （２）業務内容 〃

3 政策体系における法⼈の位置づけ及び役割（ミッション） 〃
 （１）中⻑期⽬標の期間における国の政策体系上の法⼈の位置付け 〃
 （２）法⼈の役割（ミッション） P.3

4 中⻑期⽬標 P.4
 （１）概要 〃
 （２）⼀定の事業等のまとまりごとの⽬標 P.5

5 法⼈の⻑の理念や運営上の⽅針・戦略等 〃
 （１）理念と使命 〃
 （２）業務運営の基本⽅針 〃

6 中⻑期計画及び年度計画 P.6
7 持続的に適正なサービスを提供するための源泉 P.10

 （１）ガバナンスの状況 〃
 （２）役員等の状況 P.11
 （３）職員の状況 P.12
 （４）重要な施設等の整備等の状況 〃
 （５）純資産の状況 〃
 （６）財源の状況 P.13
 （７）社会及び環境への配慮等の状況 〃
 （８）法⼈の強みや基盤を維持・創出していくための源泉 〃

8 業務運営上の課題・リスク及びその対応策 P.14
 （１）リスク管理の状況 〃
 （２）業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 〃

9 業績の適正な評価の前提情報 P.15
10 業務の成果と使⽤した資源との対⽐ 〃

 （１）当事業年度の主な業務成果・業務実績 〃
 （２）⾃⼰評価 P.16
 （３）当中⻑期⽬標期間における主務⼤⾂による過年度の総合評定の状況 P.17

11 予算と決算との対⽐ P.18
12 財務諸表 〃
13 財政状態及び運営状況の法⼈の⻑による説明情報 P.21
14 内部統制の運⽤に関する情報 P.22
15 法⼈の基本情報 P.24

 （１）沿⾰ 〃
 （２）設⽴に係る根拠法 〃
 （３）主務⼤⾂ 〃
 （４）組織図 P.25
 （５）事務所の所在地 〃
 （６）主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法⼈等の状況 〃
 （７）主要な財務データの経年⽐較 P.26
 （８）翌事業年度に係る予算、収⽀計画及び資⾦計画 〃

16 参考情報 P.28  



 
 

1 
 

1. 法人の長によるメッセージ 

 

国立がん研究センターは、昭和 37 年に国立の機関として創設以来、地域の方々はもと

より全国のがん患者さんに最新かつ最善の医療を提供し、がんの病態解明と治療開発に

向けた先端的な研究を行うとともに、適正な臨床試験によって確立された根拠に基づく

がん医療を実践する場として医師、看護師をはじめとする専門医療従事者養成の中心的

役割を担ってきました。 

業務は多岐にわたっていますが、大別すると研究事業、臨床研究事業、診療事業、教

育研修事業、情報発信事業に区分できます。 

研究事業としては、がんの予防・診断・治療に役立つよう、遺伝子レベルの研究から

臨床に直結した研究に至るまで幅広い研究を推進するとともに、基礎研究と臨床研究と

のトランスレーショナルリサーチが推進されるよう環境整備を進めています。 

臨床研究事業としては、新薬や新治療法を待ち望む患者さんに速やかに提供できるよ

う、臨床研究中核病院として、日本における標準治療の確立、がんゲノム医療の推進、

また最新の医薬品・医療機器の臨床試験・治験に精力的に取り組むとともに、企業・大

学との連携の強化を図っています。 

診療事業としては、中央病院と東病院という２つの特定機能病院を運営し高度専門的

な医療の提供に努めており、東病院では陽子線治療も行っております。希少がんへの対

応、臨床試験等の充実を図るとともに、患者さんの視点に立って多職種の連携の下に良

質かつ安全な医療の提供に努めています。 

教育研修事業としては、がんに関する臨床医学の専門的な知識と技能を有する医師等

を育成するため、レジデントやがん専門修練医といった制度を実施し、また、連携大学

院制度を進めています。 

情報発信事業としては、わが国のがん対策を総合的かつ計画的に推し進めるために必

要な情報を整備し、がん診療に従事する医療関係者やがん患者さんにわかりやすく提供

するほか、人材育成、技術支援等を通じ、全国的ながん医療水準の向上に努めています。 

このほか、わが国のがん対策が科学的根拠に基づき、かつ、実情に即したものとなる

よう、専門的な観点から政策提言を行っています。 

このように、国内有数のがん専門医療施設・研究機関であるだけでなく、多様な役割

を持った様々な部門が有機的に連携し、日本および世界の医療を進めております。今や

日本人の 2 人に 1 人ががんに罹る時代となりました。日本のがん患者さんが常に新しい

医療を受けることができるように、またドラッグラグ・ドラッグロスが少しでも解消す

るように精一杯努力してまいります。 
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シンボルマーク 

  の文字から （ヤマイダレ）を取り除き とし、これ

を図案化したものです（1970 年制定）。国立がん研究センターのシンボルマークの 3 つ

の輪は、（1）診療（2）研究（3）教育をあらわしています。外側の大きな輪は患者・社

会との協働を意味します（2014 年）。 

 

 

2. 法人の目的、業務内容 

(1) 法人の目的 

国立研究開発法人国立がん研究センターは、がんその他の悪性新生物に係る医療

に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれらの業務に密接に関連する医療の提

供、技術者の研修等を行うことにより、国の医療政策として、がんその他の悪性新

生物に関する高度かつ専門的な医療の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進

に寄与することを目的としています。（高度専門医療に関する研究等を行う国立研

究開発法人に関する法律第三条） 

 

(2) 業務内容 

当法人は、高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律第

三条の目的を達成するため以下の業務を行います。 

一 がんその他の悪性新生物に係る医療に関し、調査、研究及び技術の 

開発を行うこと。 

二 前号に掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。 

三 がんその他の悪性新生物に係る医療に関し、技術者の研修を行う 

こと。 

四 前三号に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行うこと。 

五 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

 

3. 政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション） 

(1) 中長期目標の期間における国の政策体系上の法人の位置付け 

研究開発法人は、健康・医療戦略推進法（平成 26 年法律第 48 号）に定める基本理

念にのっとり、先端的、学際的又は総合的な研究、すなわち医療分野の研究開発及びそ
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の成果の普及並びに人材の育成に積極的に努めなければならないこととされています。

国立高度専門医療研究センター（以下「 NC 」という。）は、国立研究開発法人として、

前述の理念に基づき、研究開発等を推進していきます。 

また、厚生労働省が掲げる政策体系における基本目標（安心・信頼してかかれる医療

の確保と国民の健康づくりを推進すること）及び施策目標（国が医療政策として担うべ

き医療（政策医療）を推進すること）を踏まえ、NC においても、国民の健康に重大な

影響のある特定の疾患等に係る医療や高度かつ専門的な医療、すなわち政策医療を向

上・均てん化させることとされています。 

 

(2) 法人の役割（ミッション） 

国立がん研究センターは、高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関

する法律（平成 20 年法律第 93 号）第 3 条第 1 項の規定に基づき、がんその他の悪性

新生物に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれらの業務に密接に関連

する医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、国の医療政策として、がんその他

の悪性新生物に関する高度かつ専門的な医療の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び

増進に寄与することとされています。 

また、通則法第 2 条第 3 項の規定に基づき、国立研究開発法人として、我が国にお

ける科学技術の水準の向上を通じた国民経済の健全な発展その他の公益に資するため研

究開発の最大限の成果を確保することとされています。このうち、研究開発及び医療の

提供については、 

・高度かつ専門的な新しい治療法やその他の治療成績向上に資するための研究開発及

びこれらの業務に密接に関連する医療の提供等 

・難治性・希少性の疾患に関する研究開発及びこれらの業務に密接に関連する医療の

提供等 

・学会等が作成する診療ガイドラインの作成・改訂及び医療の質の向上に必要な指

標・根拠に基づく医療（EBM）・個別化医療の確立に資するような研究開発 

・中長期に渡って継続的に実施する必要のあるコホート研究等の研究基盤の整備と

NC をはじめとする研究機関間のデータシェアリング 

に重点的に取り組むものとされています。 
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4. 中長期目標 

(1) 概要（中長期目標期間：令和３年４月～令和９年３月） 

世界に先駆けて少子・超高齢社会を迎え、人口構造や疾病構造が急激に変化しつ

つある我が国においては、健康長寿社会の実現が喫緊の課題となっています。 

センターにおいては、がんゲノム情報管理センターに集積されたゲノム情報・臨

床情報を革新的な創薬や個別化医療開発の実現のために利活用することが期待され

ています。 

加えて、AI、ロボット、ビッグデータなどのデジタル技術とデータの利活用が、

産業構造や経済社会システム全体に大きな影響を及ぼしつつあり、とりわけ、健

康・医療分野は、これらの技術を活かし得る分野の一つとして、創薬等の研究開発

の進展や、ゲノム解析などの技術を活用した新たなヘルスケアサービスの創出等が

見込まれています。 

そのような状況の中、「健康・医療戦略」に即して策定された「医療分野研究開

発推進計画」を踏まえ、ゲノム医療や個別化医療の実現、基礎研究から実用化まで

の一貫した研究開発や、「がん対策推進基本計画」（令和 5 年 3 月 28 日閣議決定）
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に基づき策定された「がん研究 10 か年戦略（第５次）」（令和 5 年 12 月 25 日内閣

府特命担当大臣（科学技術政策）・文部科学大臣・厚生労働大臣・経済産業大臣確

認）を踏まえた対策などの研究開発に関して重点的に取り組むとともに、各研究開

発の質の向上に努めるものとされています。 

 

(2) 一定の事業等のまとまりごとの目標 

国立がん研究センターは、中長期目標における一定の事業等のまとまりごとの区

分に基づくセグメント情報を開示しています。 

具体的な区分名及び区分ごとの目標は以下のとおりです。 

一定の事業等のまとまり（セグメント区分） 

研究事業 がんに関する戦略的研究・開発を推進する 

臨床研究事業 
治療成績及び患者の QOL の向上につながる臨床研究及び治験

等を行う 

診療事業 
がん患者及びその家族の視点に立って、良質かつ安全な医療を

提供する 

教育研修事業 
がんに対する研究・医療の専門家（看護師、薬剤師のコメディ

カル部門も含む。）の育成を積極的に行う 

情報発信事業 
研究成果や収集した国内外の最新知見等の情報を迅速かつ分か

りやすく、国民及び医療機関に提供する 

 

 

5. 法人の長の理念や運営上の方針・戦略等 

(1) 理念と使命 

国立がん研究センターは、「社会と協働し、全ての国民に最適ながん医療・がん

予防を届ける」という理念に基づき以下の９つの使命を果たすことにより、「がん

にならない、がんに負けない、がんと生きる社会」を目指しています。 

1．がんの本態解明と個別化医療 

2．がん予防の更なる最適化と普及 

3．高度先駆的医療の開発と導入 

4．標準治療の確立と普及 

5．サバイバーシップ研究と支援の充実 

6．情報の収集と提供 

7．人材の育成 

8．政策の提言 

9．国際連携 

 

(2) 業務運営の基本方針 

厚生労働大臣から指示された中長期目標に基づき、研究開発成果の最大化と適正、
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効果的かつ効率的な業務運営との両立の実現に努めます。 

 

 

6. 中長期計画及び年度計画 

当法人は、中長期目標を達成するための中長期計画と当該計画に基づく年度計画を

作成しています。中長期計画と当事業年度に係る年度計画との関係は次のとおりです。 

なお、詳細につきましては、第３期中長期計画及び年度計画をご覧ください。 

第３期中長期計画と主な指標等 令和６年度計画と主な指標等 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

＜担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究・開発の推進＞ 

重要度【高】、難易度【高】 
○がんの本態解明に関する研究 

○がんの予防法や検診手法に関する研究 

○希少がんや難治がんなどに対する新しい標準治

療などを目指した研究 

○アンメットメディカル（未充足な医療）ニーズ

に応える新規薬剤開発等に関する研究 

○患者に優しい新規医療技術開発に関する研究 

○新たな標準治療を創るための研究 

○充実したサバイバーシップを実現する社会の構

築を目指した研究 

○がん対策の効果的な推進と評価に関する研究 

○NC 間の横断領域における連携推進 

○がんの個性と個体内における動態の解明と革新

的な診断・治療法の開発等 

○生活習慣、環境要因、遺伝素因などの発がん要

因の究明と予防法の開発等 

○多施設共同臨床研究及び国際共同研究の推進等 

○薬剤候補品を臨床試験に橋渡しするための研究

を推進 

○早期発⾒が困難ながんや転移・再発例等に対す

る診断技術の開発研究を推進 

○研究者主導多施設共同臨床試験の支援・管理等 

○国内に不足するエビデンス創出に資する研究等 

○公的統計等を用いたサーベイランス研究及びが

ん予防・早期発見のあり方についての政策提言に

資する研究等 

○6NC 連携で効果的な研究開発が期待される領域

の取組の支援・強化等 

（指標） 

○がんの解明と医療推進に大きく貢献する成果

（21 件以上） 

○英文の原著論文数（4,900 件以上） 

（指標） 

○センターが代表著者となる原著論文数（444 件

以上） 

＜実用化を目指した研究・開発の推進及び基盤整備＞ 

重要度【高】 

○メディカルゲノム解析センターの機能充実と人

材育成 

○バイオバンク、データベース、コア・ファシリ

ティーの充実 

○C-CAT に集積された臨床・ゲノム情報を診療の

ために検索・閲覧・共有する機能の強化を図る 

○バイオリソースセンターの整備等 

○臨床研究法の利益相反管理様式作成機能の周知
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○研究管理・研究支援の充実 

○産官学の連携・ネットワークの構築 

○倫理性・透明性の確保 

○知的財産の管理及び活用 

○国際連携の強化及び国際貢献 

○診療ガイドラインの作成・改定に資する研究開

発及び普及 

継続等 

○医療分野の ICT の研究及び活用を推進するとと

もに、アジア圏における日本主導の新治療・新薬

開発を推進すべくネットワーク機能の拡大を進め

る 

○各種法令等や各種倫理指針を遵守した研究管理

体制の強化等 

○職務発明規程等の整備等 

○既存の、海外先進医療機関・研究施設とのネッ

トワーク維持等 

○がん医療の質を評価する信頼性・妥当性のある

指標の開発等 

（指標） 

○手術検体の新規保存件数（9,600 件以上） 

○臨床研究実施機関の監査（科学性・倫理性の確

認調査）施設数（都道府県がん診療連携拠点病院

45 施設以上、地域がん診療連携拠点病院 45 施設

以上） 

○新たな発明の出願件数（240 件以上） 

○学会などが作成する診療ガイドラインに採用さ

れる多施設共同臨床試験の成果（63 件以上） 

○共同研究件数（1,900 件以上） 

○臨床研究実施件数（2,400 件以上） 

○企業治験数（930 件以上） 

○医師主導治験数（130 件以上） 

○国際共同治験数（600 件以上） 

○FIH 試験数（130 件以上） 

○先進医療数（25 件以上） 

（指標） 

○手術検体の新規保存件数（1,600 件以上） 

○臨床研究実施機関の監査（科学性・倫理性の確

認調査）施設数（都道府県がん診療連携拠点病院

8 施設以上、地域がん診療連携拠点病院 8 施設以

上） 

○新たな発明の出願件数（40 件以上） 

○学会などが作成する診療ガイドラインに多施設

共同臨床試験の成果（10 件以上） 

○共同研究件数（316 件以上） 

○臨床研究新規実施件数（400 件以上） 

○臨床研究実施件数のうち臨床研究法適用件数

（10 件以上） 

○企業治験数（155 件以上） 

○医師主導治験数（21 件以上） 

○国際共同治験数（100 件以上） 

○FIH 試験数（21 件以上） 

○先進医療数（4件以上） 

＜医療の提供に関する事項＞ 

重要度【高】 

○医療政策の一環として、センターで実施すべき

高度かつ専門的な医療、標準化に資する医療の提

供 

○患者の視点に立った良質かつ安心な医療の提供 

○がんゲノム医療の提供・支援等 

○専門性の高い人材の適正な配置等 

（指標） （指標） 
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○がん相談対話外来を含めたセカンドオピニオン

（32,200 件以上） 

○栄養サポートチーム全体での目標症例数

（17,900 件以上）加算件数（34,200 件以上） 

○緩和ケアチームの関わる症例数（14,300 件以

上） 

○外来化学療法実施数（457,500 件以上） 

○全職員を対象とした医療安全や感染対策のため

の研修会開催数（12 回以上） 

○医療安全委員会開催数（72 回以上） 

○がん相談対話外来を含めたセカンドオピニオン

（5,366 件以上／年） 

○栄養サポートチームにおいては、チーム全体で

の目標症例数（2,983 件以上／年）加算件数

（5,700 件以上／年） 

○緩和ケアチームの関わる症例数（2,383 件以

上） 

○外来化学療法実施数（76,250 件以上／年） 

○全職員を対象とした医療安全と院内感染対策の

ための講演会（年間 2回以上） 

○医療事故等防止対策委員会と院内感染対策委員

会開催数（月 1回以上） 

＜人材育成に関する事項＞ 

○リーダーとして国内外で活躍できる人材の継続

的な育成・輩出 

○高度に専門的ながん医療に従事する人材の育成 

○国内外からの医療従事者・研究者の受け入れ、

研究者としての人材育成 

○対外的な研修会の企画・運営と外部機関が実施

する研修の支援 

○センター各部⾨の教育・研修機能の強化等 

○専⾨資格（専⾨医、認定看護師等）の取得の 

⽀援等 

（指標） 

○センターが主催した外部向け研修会等の参加者

数（25,000 名以上） 

○センターが支援した外部向け研修会等の開催回

数（380 回以上） 

○センターが主催または支援した外部向け e-

learning の受講者数（65,000 名以上） 

○国内他施設からの実地研修等の受入れ人数

（45,000 名以上） 

○海外からの実地研修等の受入れ人数（500 名以

上） 

○若手職員が筆頭著者である論文数（査読あり）

（500 件以上） 

○学位の取得数（80 名以上） 

○専門資格の取得数（180 件以上） 

（指標） 

○センターが主催した外部向け研修会等の参加者

数（40,000 名以上） 

○センターが支援した外部向け研修会等の開催回

数（260 回以上） 

○センターが主催または支援した外部向け e-

learning の受講者数（420,000 名以上） 

○国内他施設からの実地研修等の受入れ人数

（63,000 名以上） 

○海外からの実地研修等の受入れ人数（450 名以

上） 

○若手職員が筆頭著者である論文数（査読あり）

（450 件以上） 

○学位の取得数（80 名以上） 

○専門資格の取得数（180 件以上） 

＜医療政策の推進等に関する事項＞ 

○国等への政策提言 ○政策提言を実施可能にするための継続的なデー
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○医療の均てん化並びに情報の収集及び発信 

○公衆衛生上の重大な危害への対応 

タの収集体制、解析体制の確立等 

○拠点病院等でのがん対策推進基本計画の推進に

向けた、都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議

会及び部会を開催等 

○国の要請に対しては積極的な対応等 

（指標） 

○病理診断コンサルテーションの件数（3,000 件

以上） 

○ホームページアクセス件数（564,543,000 件以

上） 

（指標） 

○病理診断コンサルテーションの件数（年間 500

件以上） 

○ホームページアクセス件数（94,090,500 件以

上） 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

○効果的な業務運営体制 

○効率化による収支改善 

○電子化の推進 

○ガバナンスの強化を目指した体制の構築等 

○材料費等のコスト削減等 

○メールセキュリティサービスの維持管理、セキ

ュリティ FW の性能維持、ウイルス対策システ

ム、端末管理システムの集約による中央集中管理

方式の促進等 

（指標） 

○経常収支率（6年間累計 100％以上） 

○後発医薬品の数量シェア（85％以上） 

○一般管理費（人件費、公租公課及び特殊要因経

費を除く）（令和 2 年度に比し、最終年度におい

て 5％以上の削減） 

（指標） 

○後発医薬品の数量シェア（85％以上） 

 

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

○自己収入の増加 

○資産及び負債の管理 

○短期借入金の限度額（4,000 百万円） 

○不要財産又は不要財産となることが見込まれる

財産の処分に関する計画 

○上記財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保

に供しようとする時はその計画 

○剰余金の使途 

○未来のがん研究に対する遺贈寄附の受入の推進

等 

○大型医療機器等の投資の償還確実性の確保等 

○短期借入金の限度額（4,000 百万円） 

○不要財産又は不要財産となることが見込まれる

財産に関する計画 

○上記財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保

に供しようとする時はその計画 

○剰余金の使途 

Ⅳ．その他業務運営に関する事項 

○法令遵守等内部統制の適切な構築 

○人事の最適化 

○施設・設備整備に関する計画 

○ハイリスクとなる事項への集中的な内部監査の

実施等 

○職員にとって魅力的で働きやすい職場環境の整
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○積立金の処分 

○情報セキュリティ対策に関する事項 

○広報に関する事項 

○その他の事項 

備等 

○費用対効果及び財務状況を総合的に勘案した整

備計画 

○積立金の処分 

○情報セキュリティに関する研修や訓練及び自己

点検の実施等 

○ホームページや記者会見等を通じた積極的な情

報発信 

○決算検査報告（会計検査院）の指摘を踏まえた

⾒直しの実施 

※ 「重要度【高】」及び「難易度【高】」は、中長期目標において設定されています。 

 

 

7. 持続的に適正なサービスを提供するための源泉 

(1) ガバナンスの状況 

当法人のガバナンス体制は次のとおりです。平成 26 年の独立行政法人通則法の一

部改正等を踏まえ、平成 27 年に内部統制推進規程を制定し、内部統制の目的が、役

員及び職員が中長期目標等に基づき法令等を遵守しつつ業務を行い、業務の有効性及

び効率性、事業活動に関わる法令等の遵守、適正な資産の保全、財務報告及び非財務

報告に係る信頼性を確保するためであることを明確化いたしました。また、内部監査

や会計監査人による監査を始め、外部有識者を構成員とする理事会や法人運営におけ

るリスク管理を踏まえた必要な委員会を設置し、これらを適切に運用することにより、

定期的なモニタリング等を実施しています。 

 なお、内部統制の詳細につきましては、業務方法書及び内部統制推進規程をご覧く

ださい。 
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  ガバナンス体制図 
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(2) 役員等の状況 

① 役員の状況                             (令和 7 年 4 月 1 日現在) 

氏名 役職 任期 担当 経歴 

間野 博行 理事長 
自 令和 7年 4 月 1 日 

至 令和 9年 3 月 31 日 
  

平成 28 年 4 月  

 国立がん研究センター 

 研究所長 

大島 正伸 
理 事 

(非常勤) 

自 令和 6年 4 月 1日 

至 令和 8年 3 月 31 日 

研究、 

国際、 

がん対策 

平成 23 年 4 月 

金沢大学がん進展制御研究  

所腫瘍遺伝学研究分野 教授 

平成 28 年 4 月 

 金沢大学ナノ生命科学研究所 

教授 

本田 麻由美 
理 事 

(非常勤) 

自 令和 4年 10 月 1 日 

至 令和 8年 9 月 30 日 

広報、 

政策 

令和 4年 

 読売新聞東京本社  

編集局医療部編集委員 

山内 英子 
理 事 

(非常勤) 

自 令和 5年 4 月 1 日 

至 令和 9年 3 月 31 日 

教育、 

評価 

令和 5年 

 ハワイ大学外科 教授 

平沼 直人 
理 事 

(非常勤) 

自 令和 5年 4 月 1 日 

至 令和 9年 3 月 31 日 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ

推進 

平成 29 年 

 平沼高明法律事務所 所長 

令和 2年 

 日本体育大学保健医療学部 

教授 
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小野 高史 
監 事 

(非常勤) 

自 平成 28 年 4 月 1 日 

至 令和 8年度財務諸表 

承認日 

  

平成 30 年 

 公益財団法人日本骨髄バンク  

監事  

東京医科大学 

 常任監事 

近藤 浩明 
監 事 

(非常勤) 

自 令和 3年 7 月 1 日 

至 令和 8年度財務諸表 

承認日 

  
令和元年 

 近藤公認会計士事務所 

   ②会計監査人の名称及び報酬 

    会計監査人は EY 新日本有限責任監査法人であり、当該監査法人及び当該監査法人と

同一のネットワークに属する者に対する、当事業年度の当法人の監査証明業務に基づく

報酬及び非監査業務に基づく報酬の額は、それぞれ 16,400 千円（消費税抜き）及び

7,000 千円（消費税抜き）です。 

 

(3) 職員の状況 

常勤職員は令和６年度末現在 2,861 人（前期末比 86 人減、2.9％減）であり、平均年

齢は 37.6 歳（前期末 37.0 歳）となっております。このうち、国等からの出向者は 14

人、令和７年３月３１日退職者は 225 人です。 

在籍職員の人的資本を有効に活用するため年齢、性別を問わず適切な人事配置を行っ

ております。また管理職については施設全体で 405 人であり、うち女性管理職は 97 名

と全体の約４分の１を占めております。 

 

(4) 重要な施設等の整備等の状況 

① 当事業年度中に完成した主要な施設等 

  なし 

②  当事業年度において継続中の主要な施設等の新設・拡充 

なし 

③  当事業年度中に処分した主要な施設等 

根戸職員宿舎の土地（千葉県柏市根戸）及び建物の売却 

 

(5) 純資産の状況 

    ① 資本金の状況                   （単位：百万円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 
政府出資金 91,249 0 0 91,249 

資本金合計 91,249 0 0 91,249 

   （注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

      令和６年度末の資本金（政府出資金）は、91,249 百万円となっています。 

 

② 目的積立金の申請状況、取崩内容等 
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     令和６年度は、目的積立金の申請及び取崩をおこなっておりません。 

 

(6) 財源の状況 

① 財源の内訳                       （単位：百万円） 

区分     金額  構成比率（％） 

収入   

 運営費交付金 7,549 7.3% 

 施設整備費補助金 131 0.1% 

 長期借入金等 0 0.0% 

 業務収入 89,956 87.3% 

 その他収入 5,459 5.3% 

     合計 103,096 100.0% 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

② 自己収入に関する説明 

当法人の主な自己収入として、診療事業において医療を提供することにより 71,003

百万円の診療報酬等による医業収益を、研究事業においては競争的研究資金等の獲得

により 11,231 百万円の研究収益を、臨床研究事業においては企業からの受託研究等

により 7,661 百万円の研究収益を、それぞれ得ています。 

 

(7) 社会及び環境への配慮等の状況 

当法人は、「環境配慮の基本方針」を定めており、省エネルギー及び省資源化の推

進、廃棄物の適正管理・減量化の推進に取り組んでいます。具体的には、環境への負

荷の少ない物品等の調達に努めるほか、エアコンの適正な温度設定や節電、コピー用

紙の再利用など環境への配慮を心がけた業務運営を実施しています。 

 このほか、がんに関する戦略的研究・開発や良質かつ安全な医療の提供、臨床研究

事業、研究・医療の専門家の育成、研究成果や最新知見等の情報提供等の事業を通じ

て社会への貢献に取り組んでいます。前述の取り組みを通して社会及び環境の持続可

能性の確保・向上への貢献を行うよう努めています。 

なお、環境報告書の公表を予定しています。 

 

(8) 法人の強みや基盤を維持・創出していくための源泉 

当法人は、国際水準の臨床研究や医師主導治験等の中心的な役割を担う機関として、 

がん制圧に資する研究・診療両面でのがん対策に取り組んでいます。具体的には、

個々のがん患者に対してゲノム等の情報に基づき適した治療を提供することに加え、

がんの発症予防という観点からも、がんの高リスク群を同定し、適切な予防法を開

発・実践しています。 
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 このほか、がんゲノム医療の実装に向けた、がんゲノム医療拠点病院および連携病

院との情報共有や人材育成の注力に加え、アジア地域諸国との協働、また、新たなが

ん対策・政策提言に資する課題に向けた、国内外の産学官の研究者・研究医療機関等

との連携関係の構築等に取り組んでいます。前述の取り組みを通して全てのがん患者

とそのご家族が、常に希望を持ち続けることできる医療提供体制と、そのための研究

基盤を整えています。 

 

 

8. 業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

(1) リスク管理の状況 

当法人におけるミッションを有効かつ効率的に遂行するために整備・運用する仕組

みである内部統制に係る推進規程に基づき、モニタリング等を実施しています。また、

ミッション遂行の障害となるリスクを識別し、分析及びその対応を実施するリスク管

理体制を整備し、リスクの顕在化の防止及びリスク発生時の損失の最小化を図ってい

ます。 
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長
）

リ
ス
ク
管
理
責
任
者

（
統
括
事
務
部
長
）

リ
ス
ク
管
理
責
任
者

（
企
画
戦
略
局
長
）

リ
ス
ク
管
理
責
任
者

（
研
究
支
援
セ
ン
タ
ー
長
）

リ
ス
ク
管
理
責
任
者

（
支
持
療
法
開
発
セ
ン
タ
ー
長
）

リ
ス
ク
管
理
責
任
者

（
研
究
所
長
）

リ
ス
ク
管
理
責
任
者

（
先
進
医
療
評
価
室
長
）

リ
ス
ク
管
理
責
任
者

（
監
査
室
長
）

理事長

 

 

(2) 業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

令和６年度においては、法人運営におけるリスクのうち、重要性の高い分野（医療安 

全、新型コロナ対策、災害対応、個人情報保護、情報セキュリティ対策、研究活動の

国際化、オープン化に伴う研究インテグリティ、研究費適正管理及び研究不正対応等、
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職員による不正・関係法令違反）に係る個別リスクを洗い出し、当該リスクが顕在化

した場合の発生頻度及び発生した場合の影響度を評価するとともに、当該リスクに対

する対応・解決・防止策などを取りまとめ、これを踏まえたリスク管理表及びリスク

マップを作成しました。 

また、重要性の高い分野におけるリスク対策として、各リスク分野における取り組み 

状況を①統制環境、②リスク評価と対応、③統制活動、④情報と伝達及び⑤モニタリ 

ング管理に分類し、適正に運用されているかなどの点検を行いました。 

 

 

9. 業績の適正な評価の前提情報 

 各業務についてのご理解とその評価に資するための各事業の取り組みや実績等の情報に

ついては、当センターのホームページをご覧下さい。 

 

 （ホームページ）              

 
 

 

10. 業務の成果と使用した資源との対比 

(1) 当事業年度の主な業務成果・業務実績 

令和６年度においては、理事長のリーダーシップの下、引き続き、センターのミッシ

ョンを踏まえ、研究開発の成果の最大化に取り組むとともに、業務運営の効率化、サー

ビスの質の向上、財務内容の改善等を図るため積極的な取り組みを行いました。 

研究・開発に関する事項については、国内外の機関、アカデミア、企業との連携・協
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力の下、全国規模のネットワークや国際的なネットワークの構築等により、がんの本態

解明や新たな予防・診断・治療法の開発、アンメットメディカルニーズに応える新薬開

発などに貢献するとともに、がんゲノム情報管理センターを運営し、ゲノム医療の実装

のための基盤を構築しました。 

特に顕著な研究成果として以下が挙げられます。 

・国際共同研究により世界最大規模の腎臓がんの全ゲノム解析を実施、日本人の７割

に未知の発がん要因を発見 

・テロメラーゼ逆転写酵素がこれまで知られていなかった機序でがん化を促進するこ

とを発見 

・SCRUM-Japan GOZILA プロジェクトにおいて、4,000 例超の大規模研究から、

がん個別化医療による生存期間の延長を確認 

・国内初の造血器腫瘍遺伝子パネル検査「ヘムサイト®」の製造販売承認取得 

医療の提供に関する事項については、がんに対する中核的な医療機関として治験、先

進医療に積極的に取組み、我が国の高度専門的ながん医療提供を主導したほか、低侵襲

治療の提供・開発、AI・次世代技術や医療機器の開発、希少がん医療や小児がん医療

の提供に積極的に取り組むとともに、がん相談の支援、アピアランスケアの支援など患

者の視点からも我が国の医療の先導的な役割を果たしました。 

人材育成に関する事項については、全国のがん医療を担う人材に対する専門的な研修

の実施や、若手医療従事者への研究推進支援、臨床研究教育の e-learning サイトの運

営など、国内外の人材の育成拠点となるよう、人材育成に積極的に取り組みました。 

医療政策の推進等に関する事項については、ゲノム医療の実装などの国のがん政策に

積極的に関与・協力していくとともに、地方自治体の検診受診率向上の取組みの支援や

ＰＤＣＡサイクルを通じた医療の均てん化、全国がん登録に基づく罹患者数の集計・公

表、がん情報サービスの充実など、がん政策の推進のために積極的に貢献しました。 

業務運営の効率化に関する事項については、外部資金の獲得を進めるとともに、財務

ガバナンスの強化や経営改善、業務改善等に積極的に取り組み、経常収支は１０年連続

で黒字を達成しました。 

 

(2) 自己評価 

令和６年度項目別評定総括表                 （単位：百万円） 

項目 
評定

（案） 
（※） 

行政 
コスト 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 
 ⅰ．研究事業（重要度：高、難易度：高） 
   担当領域の特性を踏まえた戦略かつ重点的な研究・開発の推進 

Ｓ 
16,448 

 ⅱ．臨床研究事業（重要度：高） 
   実用化を目指した研究・開発の推進及び基盤整備 

Ｓ 
8,514 
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 ⅲ．診療事業（重要度：高） 
   医療の提供に関する事項 

Ｓ 
70,941 

ⅳ．教育研修事業 
   人材育成に関する事項 

Ａ 
3,423 

 ⅴ．情報発信事業 
   医療政策の推進等に関する事項 

Ａ 
2,019 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

   業務運営の効率化に関する事項 Ａ     － 

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

   財務内容の改善に関する事項 Ａ     － 

Ⅳ．その他の事項 

   その他業務運営に関する重要事項 Ｂ     － 

法人共通 109 

合計 101,455 

    詳細および確定版につきましては、業務実績評価書をご覧ください。 

   ※評語の説明 

   ・研究開発に係る事務及び事業 

    Ｓ：適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特

に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

    Ａ：適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕

著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

    Ｂ：「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が

認められ、着実な業務運営がなされている。 

    Ｃ：「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて

より一層の工夫、改善等が期待される。 

    Ｄ：「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて

抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 

   ・研究開発に係る事務及び事業以外 

    Ｓ：所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる。 

    Ａ：所期の目標を上回る成果が得られていると認められる。 

    Ｂ：所期の目標を達成していると認められる。 

    Ｃ：所期の目標を下回っており、改善を要する。 

    Ｄ：所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める。 

 

(3) 当中長期目標期間における主務大臣による過年度の総合評定の状況 

区分 
令和 3 
年度 

令和 4 
年度 

令和 5 
年度 

令和 6 
年度 

令和 7 
年度 

令和 8 
年度 

評定 
（※） 

A A A － － － 

   ※評語の説明 
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    Ｓ：適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特

に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

    Ａ：適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕

著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

    Ｂ：「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が

認められ、着実な業務運営がなされている。 

    Ｃ：「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて

より一層の工夫、改善等が期待される。 

    Ｄ：「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて

抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等を求める。 

 

 

11. 予算と決算との対比 

（単位：百万円） 

 予算額 決算額 差額理由 

収 入    

運営費交付金 6,805 7,549  

施設整備費補助金 246 131  

長期借入金等 0 0  

業務収入 91,525 89,956  

その他収入 4,809 5,459  

計 103,386 103,096  

支 出    

業務経費 93,100 93,721  

施設整備費 8,741 5,218  

借入金償還 1,740 1,788  

支払利息 34 34  

その他支出 0 3,000  

計 103,615 103,761  

   （注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

予算額と決算額の差額理由につきましては、決算報告書をご覧ください。 

 

 

12. 財務諸表 

(1) 貸借対照表 

         （単位：百万円） 

資 産 の 部 金 額 負 債 の 部 金 額 

流動資産 47,340 流動負債 24,732 
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 現金・預金 ※１ 29,011  一年以内返済長期借入金 1,190 

 医業未収金 11,623  買掛金 5,296 

 棚卸資産 498  未払金 10,648 

 その他 6,207  一年以内支払リース債務 93 

固定資産 113,994  賞与引当金 1,757 

 有形固定資産 102,343  前受金 1,450 

 無形固定資産 4,776  その他 4,298 

 投資その他の資産 6,875 固定負債 28,521 
    長期借入金 13,316 
   リース債務 222 

    退職給付引当金 8,301 

    その他 6,682 

   負 債 合 計 53,253 

   純 資 産 の 部 ※２ 金 額 

   
資本金 

政府出資金 
91,249 

   資本剰余金 △4,652 

   利益剰余金 21,482 

   純 資 産 合 計 108,080 

資 産 合 計 161,333 負債純資産合計 161,333 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

(2) 行政コスト計算書 

                           （単位：百万円） 

  金  額 

損益計算書上の費用 100,859 

  経常費用     ※３ 100,577 

臨時損失     ※４ 282 

その他調整額   ※５ 0 

その他行政コスト   ※６ 596 

行政コスト合計 101,455 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

(3) 損益計算書 

                             （単位：百万円） 

  金  額 

経 常 費 用 （A)  ※３ 100,577 
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   業務費 100,156 

     人件費 29,825 

     減価償却費 8,780 

     その他 61,551 

   一般管理費 109 

   その他経常費用         312 

経 常 収 益 （B) 102,053 

   補助金等収益等 10,969 

   自己収入等 90,510 

   その他 573 

臨 時 損 失 （C） ※４ 282 

臨 時 利 益 （D） 19 

当 期 総 利 益 （B-A+D-C)  ※７ 1,213 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

(4) 純資産変動計算書 

                                   （単位：百万円） 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 評価・換算差額等 純資産合計 

当期期首残高 91,249 △4,056 20,269 0 107,463 

当期変動額       0     △596       1,213 0     617 

 その他行政コスト ※６           0 △596           0 0 △596 

 当期総利益    ※７           0           0       1,213 0 1,213 

 その他       0          0           0 0           0 

当期末残高     ※２ 91,249 △4,652    21,482 0 108,080 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

(5) キャッシュ・フロー計算書 

                          （単位：百万円） 

  金  額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ･フロー（A) 8,829 

   人件費支出 △30,654 

   補助金等収入 11,188 

   自己収入等 90,246 

   その他収入・支出 △61,951 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ･フロー（B) △7,707 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ･フロー（C) △1,788 

Ⅳ資金増加額（又は減少額）（D＝A+B+C) △665 
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Ⅴ資金期首残高（E) 29,677 

Ⅵ資金期末残高（D+E)  ※８ 29,011 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

（参考）資金期末残高と現金及び預金との関係 

                          （単位：百万円） 

  金  額 

資金期末残高   ※８ 29,011 

定期預金    0 

現金及び預金   ※１ 29,011 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

  詳細につきましては、財務諸表をご覧下さい。 

 

 

13. 財政状態及び運営状況の法人の長による説明情報 

(1) 貸借対照表 

①  資産 

     令和６年度末現在の資産合計は 161,333 百万円となり、前年度末と比較して 2,998

百万円減(1.8%減)となっています。これは、前年度末と比較して有形固定資産が

3,366 百万円減（3.2%減）、無形固定資産が 1,422 百万円減(22.9%減)、投資その他の

資産が 1,054 百万減(13.3%減)が主な要因です。 

②  負債 

     令和６年度末現在の負債合計は 53,253 百万円となり、前年度末と比較して 3,615

百万円減(6.4%減)となっています。これは、前年度末と比較して長期借入金が 1,190

百万円減(8.2%減)、退職給付引当金が 1,230 百万円減(12.9%減)が主な要因です。 

 

(2) 行政コスト計算書 

    令和６年度の行政コストは 101,455 百万円となりました。このうち経常費用が

100,577 百万円、臨時損失が 282 百万円、その他行政コストが 596 百万円となってい

ます。 

 

(3) 損益計算書 

①  経常費用 

     令和６年度の経常費用は 100,577 百万円となり、前年度と比較して 1,211 百万円増

（1.2%増）となっています。これは、前年度と比較して給与費が 1,065 百万円増

(3.7％増)、材料費が 493 百万円増(1.4%増)となったことが主な要因です。 

②  経常収益 
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     令和６年度の経常収益は 102,053 百万円となり、前年度と比較して 977 百万円増

(1.0%増)となっています。これは、前年度と比較して、医業収益が 1,683 百万円増

(2.4%増)、寄附金収益が 21 百万円減(21.4%減)、となったことが主な要因です。 

③  当期総損益 

     令和６年度の当期総利益は 1,213 百万円となり、前年度と比較して 11,724 百万円

減(90.6%減)となっています。 

 

(4) 純資産変動計算書 

    令和６年度の純資産は、その他行政コストが 596 百万円減、当期総利益が 1,213 百万

円増となった結果、108,080 百万円となりました。 

 

(5) キャッシュ・フロー計算書 

①  業務活動によるキャッシュ・フロー 

     令和６年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 8,829 百万円の収入となり、前

年度と比較して 1,416 百万円の収入減(13.8%減)となっています。これは、前年度と

比較して人件費支出が 1,550 百万円増（5.3％増）、材料費支出が 1,334 百万円増

(3.9%増)、医業収入が 1,632 百万円増(2.4%増)となったことが主な要因です。 

②  投資活動によるキャッシュ・フロー 

     令和６年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 7,707 百万円の支出となり、前

年度と比較して 897 百万円の支出増(13.2%増)となっています。これは、前年度と比

較して有価証券の取得による支出が 3,000 万円増、無形固定資産の取得による支出が

1,282 百万円減(58.0%減)、有形固定資産の取得による支出が 429 百万円減(9.3%減)

となったことが主な要因です。 

③  財務活動によるキャッシュ・フロー 

     令和６年度の財務活動によるキャッシュ・フローは 1,788 百万円の支出となり、前

年度と比較して 62 百万円の支出増(3.6%増)となっています。これは、前年度と比較

してリース債務償還による支出が 30 百万円増（28.2％増）、長期借入金の返済による

支出が 31 百万円増（1.9％増）となったことが主な要因です。 

 

 

14. 内部統制の運用に関する情報 

  当法人は、役員（監事を除く。）の職務の執行が通則法、法又は他の法令に適合すること

を確保するための体制その他センターの業務の適性を確保するための体制の整備に関する事

項を業務方法書に定めており、主な項目とその実施状況は次のとおりです。 

(1) 内部統制について（業務方法書第 10 条、第 14 条） 

   役員（監事を除く。）及び職員の職務の執行が関係法令に適合することを確保するため

の体制、その他センターの業務の適性を確保するための体制整備等を目的として、内部統
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制推進委員会を設置し、継続的に見直しを図るものとしており、令和６年度は１１月に開

催しました。 

 

(2) リスク管理について（業務方法書第 15 条） 

   業務実施の障害となる要因を事前にリスクとして識別、分析及び評価し、当該リスクへ

の適切な対応を取るため、リスク管理委員会の設置等を定めた規程等を整備しリスク管理

に努めています。令和６年度においては、１１月にリスク管理委員会を開催し、リスクの

現状及び対応等について確認を行いました。 

 

(3) 監事監査及び内部監査について（業務方法書第 18 条、第 19 条） 

   監事は、業務及び会計に関する監査を行い、監査報告書を理事長に通知し、監査の結果、

是正又は改善を要する事項があると認めるときは、報告書に意見を付すことができます。

令和６年度においては、理事会や執行役員会、契約監視委員会等への出席、必要に応じた

関係部門からのヒアリング等の業務監査及び会計監査を実施いたしました。 

   また、理事長は、業務の適性かつ能率的な執行を図るとともに会計処理の適正を期すこ

とを目的とした内部監査を職員に命じ、その結果に対する改善措置状況の報告を受けるこ

ととなっています。令和６年度においては、業務及び会計に関する事項について内部監査

を実施し状況を確認しました。 

 

(4) 入札・契約について（業務方法書第 21 条） 

   入札及び契約に関し、監事及び外部有識者から構成される契約監視委員会の設置等を定

めた規程等を整備することとしており、契約監視委員会設置要綱のほか、契約事務の適切

な実施等を目的とした契約事務取扱細則に基づき、契約審査委員会の設置等を行っていま

す。 

   令和６年度においては、契約監視委員会を６月、９月、１２月、３月に開催し、契約審

査委員会を１２回開催しました。 

 

(5) 研究開発業務について（業務方法書第 25 条） 

研究開発業務の評価及び研究開発業務における規程等を整備しており、研究活動にお 

ける不正行為の防止に関する規程及び研究費の管理・監査の実施規程に基づき、適正経

理管理室の設置や不正使用防止計画の策定等を行っています。 

令和６年度は、年度当初より、研究不正防止に関しては「研究倫理セミナー」を、研 

究費不正防止に関しては「研究費不正にかかるコンプライアンス研修」を配信し対象者

に受講を促すとともに、年間を通じて受講できるよう教育履修管理システムに公開しま

した。また、研究費の不正使用防止及び適正管理の推進を目的として、適正経理管理室

会議を年４回開催しました。会議では、研究費不正使用防止のための活動計画を定める

とともに、取組の推進と併せて各取組の進捗状況を確認しました。 
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15. 法人の基本情報 

(1) 沿革 
昭和 37 年 1 月 国立がんセンター設置 
昭和 56 年 9 月 研究棟竣工 
平成 4 年 7 月 国立がんセンター東病院開院 

  国立がんセンター病院を国立がんセンター中央病院に改称 
平成 6 年 4 月 研究所支部開所 
平成 9 年  3 月 陽子線治療棟竣工 
平成 11 年 1 月 中央病院新棟開棟 
平成 13 年  3 月 疾病ゲノム棟竣工 
平成 16 年 2 月 がん予防・検診研究センター開所 
平成 17 年 10 月 臨床開発センター開所 
平成 18 年 10 月 がん対策情報センター開所 
平成 22 年 4 月 独立行政法人国立がん研究センター設立 
平成 25 年 4 月 早期・探索臨床研究センター開所 
平成 25 年 12 月 診療棟竣工 
平成 26 年 9 月 研究支援センター設置 
平成 27 年 4 月 国立研究開発法人国立がん研究センターに改称 
  早期・探索臨床研究センターを先端医療開発センターに改称 
平成 28 年 1 月 がん予防・検診研究センターを社会と健康研究センターに改称 
平成 29 年 3 月 総合棟竣工 
  次世代外科・内視鏡治療開発センター（NEXT 棟）竣工 
平成 30 年 
令和 2 年 
 
令和 3 年 
令和 3 年  

6 月 
4 月 

 
7 月 
9 月 

がんゲノム情報管理センター開所 
国立高度専門医療研究センター医療研究連携推進本部（JH） 
設置 
橋渡し研究推進センター設置 
がん対策研究所開所 
 

 

(2) 設立根拠法 

   高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律（平成 20 年法律第

93 号） 

 

(3) 主務大臣（主務省所管課等） 

   厚生労働大臣（厚生労働省大臣官房厚生科学課） 
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(4) 組織図（令和７年４月１日）

国立高度専門医療研究センター

医療研究連携推進本部

監査室

コンプライアンス室

研究監査室

がんゲノム情報管理センター

理事長特任補佐

企画戦略局

研究支援センター

人材育成管理事務局

情報統括センター

先進医療・費用対効果評価室

革新的がん研究支援室

統括事務部

図書館

橋渡し研究推進センター

がん対策研究所

理事長 理事会 監事

執行役員会

研究所

先端医療開発センター

中央病院

東病院

がん対策情報センター

 
 

(5) 事務所の所在地 

   築地キャンパス：東京都中央区築地５－１－１ 

   柏キャンパス ：千葉県柏市柏の葉６－５－１ 

 

(6) 主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の状況 

①公益財団法人がん研究振興財団 

  当法人との関係：関連公益法人 

  業務の概要：がん研究に関する研究の助成等 

      

    ②特定非営利活動法人がん臨床研究機構 

      当法人との関係：関連公益法人 

      業務の概要：がん研究者主導臨床研究事業等 

   詳細につきましては、財務諸表附属明細書をご覧下さい。 
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(7) 主要な財務データの経年比較 

                                           （単位：百万円） 

区 分 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

資  産 155,536 157,011 163,063 166,428 164,331 161,333 

負  債 60,060 61,636 67,626 71,001 56,868 53,253 

純 資 産 95,476 95,375 95,437 95,427 107,463 108,080 

行政コスト 88,106 84,609 89,047 94,890 100,804 101,455 

経常費用 79,339 82,794 88,253 93,757 99,366 100,577 

経常収益 79,979 84,390 89,404 94,848 101,076 102,053 

当期総利益 48 639 1,186 731 12,937 1,213 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

(8) 翌事業年度に係る予算、収支計画及び資金計画 

   ① 予算 

                                  （単位：百万円） 

区 別 合計 

収入  

運営費交付金 6,912 

施設整備費補助金 815 

長期借入金等 0 

業務収入 92,821 

その他収入 8,010 

計 108,558 

支出  

業務経費 97,625 

施設整備費 10,097 

借入金償還 1,266 

支払利息 31 

その他支出 0 

計 109,019 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

   ② 収支計画 

                                  （単位：百万円） 

区 別 合計 

費用の部 106,100 

経常費用 106,058 

業務費用 105,831 

給与費 32,793 

材料費 36,736 

委託費 16,797 

設備関係費 12,028 
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その他 7,478 

財務費用 31 

その他経常費用 196 

臨時損失 42 

収益の部 106,687 

経常収益 106,687 

運営費交付金収益 6,490 

資産見返運営費交付金戻入 244 

補助金等収益 3,730 

資産見返補助金等戻入 1,578 

寄付金収益 77 

資産見返寄付金戻入 73 

業務収益 93,211 

医業収益 73,544 

研修収益 106 

研究収益 19,216 

教育収益 0 

その他 345 

土地建物貸与収益 239 

宿舎貸与収益 89 

その他経常収益 956 

財務収益 0 

臨時利益 0 

純利益 587 

目的積立金取崩額 0 

総利益 587 

     （注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

   ③ 資金計画 

                                 （単位：百万円） 

区 別 合計 

資金支出 141,024 

業務活動による支出 97,656 

研究業務による支出 13,208 

臨床研究業務による支出 9,417 

診療業務による支出 67,476 

教育研修業務による支出 3,499 

情報発信業務による支出 1,930 

その他の支出 2,127 

投資活動による支出 10,097 

財務活動による支出 1,266 

次年度への繰越金 32,005 

資金収入 141,024 

業務活動による収入 107,743 

運営費交付金による収入 6,912 
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研究業務による収入 10,633 

臨床研究業務による収入 8,583 

診療業務による収入 73,544 

教育研修業務による収入 61 

情報発信業務による収入 0 

その他の収入 8,010 

投資活動による収入 815 

施設費による収入 815 

その他の収入 0 

財務活動による収入 0 

長期借入による収入 0 

その他の収入 0 

前年度よりの繰越金 32,466 

     （注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

   詳細につきましては、年度計画をご覧下さい。 

 

 

16. 参考情報 

(1) 要約した財務諸表の科目の説明 

   ① 貸借対照表 

     現金・預金       ：現金、預金 

     医業未収金       ：医業収益に対する未収金 

     棚卸資産        ：医薬品、診療材料、給食用材料等 

     有形固定資産      ：土地、建物、医療用器械等 

     無形固定資産      ：ソフトウェア、電話加入権等 

     投資その他の資産    ：長期前払費用等 

     一年以内返済長期借入金 ：長期借入金のうち１年以内に返済期限が到来するもの 

     買掛金         ：医薬品、診療材料、給食材料に係る未払債務 

     未払金         ：買掛金以外の未払債務  

     一年以内支払リース債務 ：リース債務のうち１年以内に支払期限が到来するもの 

     賞与引当金       ：支給対象期間に基づき定期に支給する役職員賞与に対 

する引当金 

     長期借入金       ：財政融資資金からの借入金であって、当初の契約にお

いて１年を超えて最終の返済期限が到来するもの 

                  （一年以内返済長期借入金に該当するものを除く） 

     リース債務       ：ファイナンス・リース取引に係る未払債務（一年以内

支払リース債務に該当するものを除く） 

     退職給付引当金     ：将来支払われる役職員の退職給付に備えて設定される 

引当金 

     政府出資金       ：政府による出資金 
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     資本剰余金       ：国から交付された施設費や寄附金等を財源として取得

した資産で国立研究開発法人の財産的基礎を構成する

もの 

     利益剰余金       ：業務に関連して発生した剰余金の累計額 

 

   ② 行政コスト計算書 

     損益計算書上の費用   ：損益計算書における経常費用、臨時損失、法人税、住

民税及び事業税、法人税等調整額 

     その他行政コスト    ：政府出資金や国から交付された施設費等を財源として

取得した資産の減少に対応する、国立研究開発法人の

実質的な会計上の財産的基礎の減少の程度を表すもの 

行政コスト       ：国立研究開発法人のアウトプットを生み出すために使

用したフルコストの性格を有するとともに、独立行政

法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコス

トの算定基礎を示す指標としての性格を有するもの 

 

   ③ 損益計算書 

     業務費         ：国立研究開発法人の業務に要した費用 

     人件費         ：給与、賞与、法定福利費等、国立研究開発法人の職員

等に要する経費 

     減価償却費       ：業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数にわ

たって費用として配分する経費 

     一般管理費       ：管理部門等に係る給与費、経費（減価償却費含む）、 

全職員の退職手当一時金等 

     その他経常費用     ：利息の支払いや債券の発行に要する経費 

     補助金等収益等      ：国・地方公共団体等の補助金等、国からの運営費交

付金のうち、当期の収益として認識した収益 

     自己収入等       ：診療収入、受託研究収入等の収益 

     臨時損益        ：固定資産の除売却損益、減損損失等 

 

   ④ 純資産変動計算書 

     当期末残高       ：貸借対照表の純資産の部に記載されている残高 

 

   ⑤ キャッシュ・フロー計算書 

     業務活動によるキャッシュ・フロー： 

国立研究開発法人の通常の業務の実施に係る資金の状態を表し、サービスの

提供等による収入、原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支
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出等が該当 

     投資活動によるキャッシュ・フロー： 

将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の状態を

表し、固定資産の取得・売却等による収入・支出が該当 

     財務活動によるキャッシュ・フロー： 

設備等資金の借入れ・返済や銀行預金の預入・引出等が該当 

 

(2) その他公表資料等との関係の説明 

  事業報告書に関連する報告書等として、以下の報告書等を作成しています。 

   ① 第３期中長期計画 

   ② 年度計画 

   ③ 業務実績評価書 

   ④ 財務諸表 

   ⑤ 環境報告書 

 

以上 


